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Ⅲ　貸借対照表等に関する注記

　１　貸借対照表に関する注記

  （1） 繰延収益（長期前受金）は、償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等を計上している。

  （2） 引当金として、賞与引当金・貸倒引当金を計上している。

  （3） 平成30年6月に期末手当、勤勉手当及び法定福利費22,273,623円を支給するために、平成29

      年度に計上した賞与引当金16,492,0000円を全額取り崩した。

      　また、平成31年度に支給する期末手当、勤勉手当及び法定福利費のうち、平成30年度の負担に

　　　属する額として賞与引当金 16,084,000円を計上した。

  （4） 平成30年度の不納欠損額1,453,230円を処分するために、平成29年度に計上した貸倒引当金 

     1,586,000円から取り崩し、残額は132,770円となった。

        平成31年の不納欠損見込額は 1,548,000円であるから、貸倒引当金残額132,770円の差額と

　　　なる1,415,230円を差額補充法により貸倒引当金に繰り入れる。

   (5)　平成30年度に受贈した資産を1,150,000円と評価し、固定資産及び繰延収益にそれぞれ計上

      した。

  ２　損益計算書に関する注記

   (1)　長期前受金戻入は、長期前受金の減価償却見合い分及び除却分を収益化した。

Ⅳ  リース契約により使用する固定資産に関する注記

　１　リース取引の処理方法

　　　リース取引関係

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引未経過リース料相当額

　  　　　１年内 　　 11,020 千円

　  　　　１年超　 　 50,355 千円　

　  　　　　計　　  　61,375 千円　　

  ２　リース会計に係る特例措置

　  　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

　　計処理によっている。
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